文部科学省における少子化社会対策の主な取組
18年度概算要求額（17年度予算額）
	１．若者の自立とたくましい子どもの育ち           
	


○若者の就労支援の充実
・キャリア教育実践プロジェクト　　　 　　　　  636百万円（  456百万円）
　　　各都道府県等において、中学校を中心とした職場体験・インターンシップの５日以上の実施など、地域の教育力を最大限活用し、キャリア教育の更なる推進を図る。
・専修学校を活用した若者の自立・挑戦支援事業　　443百万円（  509百万円）
　正規雇用を目指しながらそれが得られないフリーター等の能力向上のため、専修学校を活用した短期教育プログラムや就業を組み込んだカリキュラム等の開発を行う。
○奨学金事業の充実
・奨学金事業の充実（事業費）　　　　　　　802,612百万円（751,041百万円）
教育の機会均等と人材の育成を図るため、学ぶ意欲と能力のある学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べるよう、奨学金制度による支援を推進する。
○体験活動を通じた豊かな人間性の育成
・地域教育力再生プラン　　　　　　 　 　  12,112百万円（ 11,200百万円）
○地域子ども教室推進事業　9,372百万円（　8,762百万円）
　地域の大人たちの協力を得て、子どもたちが、放課後や週末において様々な体験活動や交流活動を行うため、学校の校庭や教室等の活用による安全・安心な子どもの活動拠点（居場所）づくりを支援するとともに、特に週末においては、「週末チャレンジ教室」を実施し、より高度で魅力的な活動の機会を提供する。
○地域ボランティア活動推進事業　539百万円（　539百万円）
　地域の教育力の再生を図るため、地域における活動促進のための多彩なプログラム開発を行う事業を実施し、ボランティア活動の全国的な展開を推進する。
○異年齢子ども体験交流活動推進事業（新規）　331百万円（　0百万円）
　長期休業日や週末等の活用により、地域の大人たちの協力のもと、異年齢の子どもたち同士が、様々な集団活動に参加し、その社会性の涵養等を図る取組を推進する。
・豊かな体験活動推進事業       　　　　　 　　 396百万円（　486百万円）
子どもたちの社会性や豊かな人間性を育むため、幼児とふれあう体験活動を含め、他校のモデルとなる多様な体験活動の展開を図る。また、命の大切さを学ばせるのに有効な体験活動について調査研究を実施する。
○子どもの学びの支援
・学力向上アクションプラン　　　　　　　 　  8,685百万円（ 8,506百万円）
　　学習意欲の向上や習熟度別指導や少人数指導の推進等をねらいとする「学　力向上アクションプラン」の推進により「確かな学力」の向上を図る。
・学校評価システムの構築による義務教育の質の保証（新規）　　　　　　　1,001百万円（　　0百万円）
　各学校において行われている教育の質を評価し、その結果に応じて必要な支援を行うことにより、各学校・地域における一定水準の教育の質を保証することを目的とした学校評価システムの構築を目指すこととし、学校評価の実践研究等を実施する。
	２．生命の大切さ、家庭の役割等についての理解  
	


  ・生命の大切さや家庭の役割等に関する学校教育の充実　　　　　　　　　　
　　　全国の中・高等学校において、生命の大切さや家庭の役割、保育体験を含む子育て理解等に関する教育を推進する。
　・高校生の保育体験の推進　　　　　　　　　　　　90百万円（90百万円）
　　　高校生が私立幼稚園等において、保育などに関する体験活動に取り組み、子育ての意義などに対する認識を深めるとともに、私立幼稚園においても、異年代の高校生との交流等の機会を一層充実するため、保育体験学習を実施する私立高校や私立幼稚園に対して特別な助成を行う都道府県に対する補助を行う。
	３．子育ての新たな支え合いと連帯                    
	


○就学前の児童の教育・保育の充実
　・幼稚園就園奨励費補助          　　 　 　18,448百万円（18,114百万円）
  　保護者の所得状況に応じて経済的負担を軽減するとともに、公・私立幼稚　園間の保護者負担の格差の是正を図ることを目的として、保育料等を減免す　る「就園奨励事業」を実施する地方公共団体に対する補助を行う。
                              　
・預かり保育推進事業　　　　　　　　　　　　4,838百万円（4,818百万円）
通常の教育時間終了後、希望する園児を対象に預かり保育を実施している私立幼稚園に対して特別な助成を行う都道府県に対する補助を行う。
・幼稚園の子育て支援活動の推進　　　　　　　　　540百万円（334百万円）
　　未就園児の親子登園、子育てサークルの支援、子育てに関する相談や情報　提供等を実施している私立幼稚園に対して特別な助成を行う都道府県に対す　る補助を行う。
　・幼児教育支援センター事業　　　　　　　　　　207百万円（　202百万円）
市町村教育委員会内等に保育カウンセラー等の専門家からなる幼児教育サポートチームを設置し、地域の関係機関と連携を図りつつ域内の幼稚園、保護者・家庭等を支援する。
　・新しい幼児教育の在り方に関する調査研究　　　　46百万円（　48百万円）
　新しい幼児教育の在り方のモデルの構築を目指し、幼保一体型施設における幼保の合同活動や、地域の関係機関・団体との連携による幼稚園における子育て支援体制の構築など、地域における幼児教育の新たな課題に対応した取組に関する調査研究を行う。
　・幼児教育力総合化推進事業（新規）　　　　　　　48百万円（　　0百万円）
幼稚園の幼児教育ノウハウを活用し、家庭や地域社会と一体となって総合的に幼児教育を推進している園の取組を支援するとともにその成果を全国に普及する
　・幼稚園における親の子育て力向上推進事業　　　　76百万円（　73百万円）
幼稚園において親の子育て力向上のための様々な活動を実施し、その成果の普及を図る。
　・就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設　　　　　　　　
就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設について、平成１６年度中に基本的考え方を取りまとめ、平成１７年度に試行事業を先行実施し、平成１８年度からの本格実施を目指す。
○家庭教育支援の充実   

・家庭教育手帳の作成・配布　　　　　　   　   250百万円（ 　249百万円）
一人一人の親が家庭を見つめ直し、自信をもって子育てに取り組んでいく契機となるよう、子育てのヒント集としての家庭教育手帳を作成し、乳幼児や小学生等を持つ全国の親に配布する。
・家庭教育支援総合推進事業　　　　　   　 　1,074百万円（　1,074百万円）
行政と子育て支援団体等が連携し、子育てサポーターの資質向上を図るリーダーの養成や、親が参加する多様な機会を活用した学習機会の提供等を行う。
  ・ＩＴを活用した次世代型家庭教育支援手法開発事業
                                                44百万円（     44百万円）
子育てについて学ぶ余裕がない親や、子育てに不安や悩みを持ちながら孤立しがちな親等が、いつでも、どこでも、気軽に学習をしたり、相談をしたり、身近な子育て情報を入手することができるよう、携帯電話による子育て相談や情報提供など、ＩＴを活用した先進的な家庭教育支援の取組を試行し、より効果的な支援手法を開発・普及する。
　・子どもの生活リズム向上プロジェクト（新規）　　　250百万円（　0百万円）
　早寝早起きや朝食をとるなど、子どもの望ましい基本的生活習慣を育成し、生活リズムを向上させるため、全国的な普及啓発活動を行うとともに、地域ぐるみで子どもの望ましい基本的生活習慣を育成し、生活リズムを向上させることを目指すモデル事業を実施する。
○児童虐待防止対策の推進
・学校等における児童虐待防止に向けた取組に関する調査研究　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　15百万円（　14百万円）
  　　児童虐待防止法の改正や児童虐待の深刻な状況を踏まえ、国において国内・海外の先進的取組を収集・分析することなどにより、各学校・教育委員会における児童虐待防止に向けた取組の充実を図る。
○子どもの安全の確保
  ・地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業         750百万円（   750百万円）    　学校で巡回・警備等に従事する学校安全ボランティア（スクールガード）　　の養成・研修、防犯の専門家や警察官ＯＢ等の協力の下、地域学校安全指導　　員（スクールガード・リーダー）による各学校の巡回指導と評価、モデル地　　域における実践的な取組を推進する。
  ・子どもの安全に関する情報の効果的な共有システムに関する調査研究（新規）
90百万円（    0百万円）
 子どもの安全に関し、ＩＴ（携帯電話やパソコン等）を活用し、関係者間で情報を効果的に共有できるような取組をモデル地域において推進するとともに、その実践事例を分析・整理し、広く関係者に周知する調査研究を実施する。
